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●
全
人
代
の
採
決
を
経
て
決
定

　
三
月
三
日
か
ら
一
四
日
ま
で
、
恒
例

の
〝
両
会
〞（
全
国
政
治
協
商
会
議
と

全
国
人
民
代
表
大
会
の
総
称
）
が
北
京

で
開
か
れ
た
。
北
京
市
内
で
は
代
表
が

人
民
大
会
堂
に
向
か
う
た
め
の
交
通
規

制
が
始
ま
り
、
テ
レ
ビ
の
ニ
ュ
ー
ス
や

新
聞
報
道
は
〝
両
会
〞
一
色
と
な
っ
た
。

特
に
本
年
は
五
年
に
一
度
の
五
カ
年
計

画
策
定
の
節
目
に
当
た
っ
て
お
り
、
胡

錦
涛
・
温
家
宝
政
権
の
仕
上
げ
段
階
で

も
あ
る
こ
と
か
ら
、
例
年
に
も
増
し
て

内
外
の
注
目
を
集
め
た
。
第
12
次
五
カ

年
計
画
（
以
下
「
十
二
五
」）
は
、
全

人
代
最
終
日
で
あ
る
三
月
一
四
日
、
全

人
代
で
可
決
さ
れ
た
（
賛
成
二
七
七
八

票
、
反
対
五
九
票
、
棄
権
三
八
票
）。

　「
十
二
五
」
の
重
点
が
「
民
生
」
で

あ
る
こ
と
は
、
国
家
発
展
改
革
委
員
会

の
ト
ッ
プ
二
名
の
記
者
会
見
に
お
け
る

以
下
の
発
言
に
集
約
さ
れ
て
い
る
。

﹇
張
平
主
任
（
大
臣
）﹈

　「
十
二
五
」
計
画
に
は
、
世
の
人

に
宣
言
す
る
に
値
す
る
こ
と
が
ひ

と
つ
あ
る
。
そ
れ
は
す
な
わ
ち
、
民

生
優
先
の
原
則
を
堅
持
し
た
こ
と

で
あ
る
。
つ
ま
り
、
全
国
そ
れ
ぞ
れ

の
民
族
人
民
が
改
革
発
展
の
成
果

を
分
か
ち
合
い
、
民
生
を
保
障
し
、

改
善
す
る
こ
と
を
一
層
突
出
し
た
位

置
に
据
え
た
こ
と
で
あ
る
。

﹇
徐
憲
平
副
主
任
（
次
官
）﹈

　「
十
二
五
」
計
画
綱
要
は
民
生
の

保
障
と
改
善
を
出
発
点
及
び
足
掛

か
り
と
し
、
関
係
す
る
内
容
の
紙

幅
は
最
大
で
、
内
容
は
最
も
豊
富

で
、
措
置
は
最
も
具
体
的
で
あ

る
。

（
中
華
人
民
共
和
国
中
央
人
民
政

府
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
掲
載
記
者
会

見
録
よ
り
）

第11次五カ年計画と第12次五カ年計画の構成比較
第11次五カ年計画 第12次五カ年計画

第１編 指導原則と発展目標
―小康社会、科学的発展観、経済社会発展の主要目標

方式の転換：科学的発展の新局面を開く
―科学的発展をテーマとする等の指導思想、主要目標など

第２編 社会主義新農村建設
―現代農業、農民の収入増、農業への資金投入増など

強農恵農：社会主義新農村建設の加速
―現代農業、農民の収入増、生産・生活条件改善など

第３編 工業構造高度化の推進
―ハイテク産業、エネルギー産業、情報化推進など

方式転換と高度化：産業競争力の向上
―製造業の改造・高度化、戦略的新興産業など

第４編 サービス業の発展加速
―生産向けサービスの開拓、生活向けサービスの充実など

環境整備：サービス業の大々的な発展の推進
―生産向けサービス発展加速、生活向けサービス強化など

第５編 調和ある地域発展
―地域発展全体戦略、健全な都市化推進など

配置の改善：調和ある地域発展と健全な都市化発展促進
―地域発展総合戦略、都市化推進など

第６編 資源節約型・環境友好型社会の建設
―循環経済、自然生態の保護、資源管理強化など

緑色発展：資源節約型、環境友好型社会
―気候変動対応、資源節約、循環経済、生態保護など

第７編 科学教育立国戦略と人材強国戦略
―技術革新、教育の普及向上など

創新駆動：科学教育立国戦略と人材強国戦略の実施
―科学技術創造支援、教育改革など

第８編 体制改革の深化
―行政管理体制・金融体制改革、現代市場体系改善など

民生改善：健全な基本公共サービスシステムの確立
―公共サービス向上、収入分配調整、社会保障、住宅など

第９編 互いに利益を得る開放戦略の実施 表面的・根本的問題の解決：社会管理の強化・創造
―社会管理体制、地域自治・サービス機能向上、食品安全など

第10編 社会主義調和社会の建設を推進 継承と創造：文化の大発展と繁栄の推進

第11編 社会主義民主政治建設の強化 改革攻略：社会主義市場経済体制の整備

第12編 社会主義文化建設の強化 相互利益・Win-Win：対外開放水準の向上

第13編 国防・軍隊建設の強化 民主の発展：社会主義政治文明建設の推進

第14編 健全な計画実施メカニズムの確立 協力の深化：中華民族共同の「家庭」の建設

第15編 軍民の融合：国防と軍隊の現代化建設の強化

第16編 実施の強化：偉大なる発展の青写真の実現

堂
ノ
上
武
夫

現
地

リ
ポ ー ト第

12
次
五
カ
年
計
画

―「
民
生
」を
強
調
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一
．
第
11
次
五
カ
年
計
画
と
第
12

次
五
カ
年
計
画

　
第
11
次
五
カ
年
計
画
（
以
下
「
十
一

五
」）
は
、
現
政
権
の
キ
ャ
ッ
チ
フ
レ
ー

ズ
で
あ
る
「
科
学
的
発
展
観
」、「
和
諧

社
会
」（
調
和
の
と
れ
た
社
会
）
を
主
題

に
掲
げ
、
こ
れ
に
沿
っ
て
、
経
済
成
長

率
優
先
か
ら
、
持
続
可
能
な
発
展
、
産

業
構
造
転
換
、
格
差
是
正
な
ど
、「
量
か

ら
質
」
へ
の
転
換
を
強
調
し
た
計
画
で

あ
っ
た
。「
十
二
五
」
は
、
現
政
権
の
仕

上
げ
、
次
期
政
権
へ
の
橋
渡
し
と
い
う

位
置
づ
け
か
ら
、
基
本
的
な
構
造
は
前

計
画
を
踏
襲
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
第

一
編
か
ら
第
七
編
ま
で
は
基
本
的
に
同

じ
構
成
で
あ
り
、「
十
一
五
」
期
間
中
の

成
果
を
踏
ま
え
つ
つ
、
地
域
間
の
調
和
、

産
業
構
造
の
転
換
と
高
度
化
、
資
源
節

約
と
環
境
保
護
へ
の
取
り
組
み
を
強
化
、

具
体
化
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

二
．「
十
一
五
」
期
間
の
成
果
に

対
す
る
評
価

　「
十
一
五
」
期
間
中
、
リ
ー
マ
ン

シ
ョ
ッ
ク
に
端
を
発
す
る
世
界
経
済
危

機
に
見
舞
わ
れ
な
が
ら
も
、
中
国
政
府

は
機
動
的
に
経
済
措
置
を
発
動
し
、
各

国
に
先
駆
け
て
経
済
を
回
復
軌
道
に
乗

せ
、年
平
均
二
桁
の
成
長
を
実
現
し
た
。

一
方
、
現
政
権
が
掲
げ
る
「
調
和
の
取

れ
た
社
会
」、「
科
学
的
発
展
観
」
を
追

求
す
る
う
え
で
、「
成
長
の
質
」
の
向

上
は
必
ず
し
も
満
足
の
い
く
も
の
で
は

な
か
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
認
識
は
、
温

家
宝
総
理
の
政
府
活
動
報
告
に
お
け
る

発
言
に
明
確
に
表
れ
て
い
る
。

　
目
標
達
成
状
況
を
数
字
で
見
て
み
よ

う
（
表
1
参
照
）。
国
内
総
生
産
と
一

人
当
た
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
伸
び
は
、
目
標
を

大
幅
に
超
過
達
成
し
た
。
と
こ
ろ
が
、

「
十
一
五
」
で
初
め
て
導
入
さ
れ
、「
拘

束
性
指
標
」
と
し
て
、「
予
期
性
指
標
」

で
あ
る
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
よ
り
も
重
要
な

位
置
づ
け
を
与
え
ら
れ
た
単
位
Ｇ
Ｄ
Ｐ

当
た
り
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
削
減
率
は
、

計
画
期
間
後
半
に
お
け
る
強
力
な
追
い

込
み
（
発
電
量
抑
制
、
工
場
の
操
業
規

制
な
ど
に
ま
で
及
ん
だ
と
も
言
わ
れ
て

い
る
。）
に
も
拘
わ
ら
ず
、
わ
ず
か
な

が
ら
目
標
に
及
ば
な
か
っ
た
（「
十
二

五
」
に
お
い
て
は
、当
該
目
標
値
を
「
二

〇
％
前
後
」
と
し
、
一
応
達
成
し
た
こ

と
と
さ
れ
て
い
る
が
、
元
の
計
画
に
は

そ
も
そ
も
「
前
後
」
の
記
述
は
な
か
っ

た
）。
ま
た
、「
予
期
性
目
標
」
な
が
ら
、

産
業
構
造
転
換
や
高
度
化
の
観
点
か
ら

重
要
な
指
標
で
あ
る
サ
ー
ビ
ス
業
の
比

率
や
研
究
開
発
費
比
率
は
、
実
績
は
目

標
を
大
幅
に
下
回
っ
た
（
政
府
活
動
報

告
の
な
か
で
も
言
及
。
サ
ー
ビ
ス
業
の

Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
の
増
加
幅
が
三
ポ
イ
ン
ト

の
目
標
に
対
し
二
・
五
ポ
イ
ン
ト
、
サ
ー

ビ
ス
業
就
業
者
比
率
の
増
加
幅
が
四
ポ

イ
ン
ト
の
目
標
に
対
し
三・
五
ポ
イ
ン
ト
、

研
究
開
発
費
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
が
二
％
の

目
標
に
対
し
て
一
・
七
五
％
で
あ
っ
た
）。

　
調
和
あ
る
発
展
と
い
う
観
点
か
ら
見

る
と
、
都
市
化
率
や
就
業
者
数
な
ど
の

指
標
は
全
て
目
標
達
成
し
て
お
り
、
都

市
部
と
農
村
部
の
収
入
増
は
い
ず
れ
も

目
標
を
大
き
く
上
回
っ
て
い
る
が
、
都

市
部
一
人
当
た
り
可
処
分
所
得
の
年
平

均
伸
び
率
は
九
・
七
％
、
農
村
部
一
人

当
た
り
純
収
入
に
つ
い
て
は
八
・
九
％

と
、
格
差
は
縮
小
す
る
ど
こ
ろ
か
拡
大

傾
向
に
あ
る
。

三
．
第
12
次
五
カ
年
計
画
の
目
標

　「
十
二
五
」
は
、
今
後
五
年
の
発
展

の
主
要
目
標
と
し
て
以
下
を
列
挙
し
た

う
え
で
、
第
二
編
以
下
に
お
い
て
分
野

ご
と
に
具
体
的
目
標
や
事
業
に
つ
い
て

詳
述
し
、
主
要
な
数
値
目
標
「
表
2
」

と
し
て
表
に
ま
と
め
て
い
る
。

①
経
済
の
平
穏
で
比
較
的
速
い
発
展

② 

構
造
調
整
に
お
い
て
重
大
な
進
展
を

実
現
す
る

③ 

科
学
技
術
と
教
育
の
レ
ベ
ル
を
大
い

に
向
上
さ
せ
る

④ 

資
源
節
約
と
環
境
保
護
に
お
い
て
顕

著
な
成
果
を
上
げ
る

⑤ 

人
民
生
活
を
引
き
続
き
改
善
さ
せ
る
。

⑥
社
会
建
設
を
強
化
す
る

⑦
改
革
開
放
を
不
断
に
深
化
さ
せ
る

　
わ
れ
わ
れ
は
、
わ
が
国
の
発
展
に

お
け
る
ア
ン
バ
ラ
ン
ス
や
、
調
和
が

と
れ
ず
、
継
続
性
が
保
て
な
い
と
い

う
問
題
が
依
然
と
し
て
際
立
っ
て
い

る
こ
と
を
冷
静
に
見
て
取
っ
て
い
る
。

そ
れ
は
主
と
し
て
、
経
済
成
長
に
対

す
る
資
源
、
環
境
の
制
約
が
強
ま
り
、

投
資
と
消
費
の
バ
ラ
ン
ス
が
崩
れ
、

所
得
分
配
の
格
差
が
拡
大
し
、
科
学

技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
力
が
弱
く
、

産
業
構
造
が
合
理
的
で
は
な
く
、
農

業
の
基
盤
が
依
然
と
し
て
脆
弱
で
、

都
市
と
農
村
の
地
域
発
展
に
ア
ン
バ

ラ
ン
ス
が
見
ら
れ
、
雇
用
総
体
の
圧

力
と
構
造
的
な
矛
盾
が
併
存
し
、
科

学
的
発
展
を
制
約
す
る
体
制
、
機
構

上
の
障
害
が
依
然
と
し
て
多
い
、
と

い
う
こ
と
で
あ
る
。
そ
し
て
ま
た
、

サ
ー
ビ
ス
業
の
付
加
価
値
の
割
合
、

サ
ー
ビ
ス
業
の
就
業
比
率
お
よ
び
研

究
開
発
費
支
出
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
占
め
る

ウ
エ
イ
ト
は
、「
第
11
次
五
カ
年
計
画
」

の
目
標
を
達
成
で
き
な
か
っ
た
。
も

う
一
方
、
一
部
の
大
衆
が
強
く
不
満

を
抱
く
問
題
も
根
本
的
に
解
決
さ
れ

て
お
ら
ず
、
そ
れ
は
主
と
し
て
以
下

の
よ
う
な
も
の
で
あ
る
。
質
の
高
い

教
育
や
医
療
の
資
源
が
不
十
分
で
あ

る
し
、
配
置
も
不
均
衡
で
あ
る
こ
と
。

さ
ら
に
物
価
上
昇
の
圧
力
が
高
ま
り
、

一
部
の
都
市
に
お
い
て
住
宅
価
格
が

急
騰
し
て
い
る
こ
と
、
違
法
な
土
地

収
用
や
家
屋
取
り
壊
し
立
退
き
な
ど

が
引
き
起
こ
す
社
会
的
矛
盾
が
増
え

て
い
る
こ
と
。

（
二
〇
一
一
年
三
月
五
日

　
温
家
宝
国

務
院
総
理

　
政
府
活
動
報
告
よ
り
）



46アジ研ワールド・トレンドNo.188 （2011. 5）

　
以
下
、
い
く
つ
か
の
ポ
イ
ン
ト
に
注

目
し
て
概
説
す
る
。

⑴
経
済

①
経
済
成
長

　
年
平
均
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
目
標
を

七
％
と
し
た
。
こ
れ
は
「
十
一
五
」
の

七
・
五
％
に
比
べ
て
や
や
低
め
の
数
字

だ
が
、
同
期
間
の
実
績
が
一
一
・
二
％

で
あ
っ
た
こ
と
に
鑑
み
る
と
、
か
な
り

抑
制
的
な
目
標
と
い
え
る
。
経
済
過
熱

に
伴
う
物
価
上
昇
を
抑
制
す
る
必
要
が

あ
る
一
方
で
、
都
市
化

の
進
展
に
伴
う
農
村
余

剰
労
働
力
吸
収
の
必
要

性
や
大
学
生
の
就
職

難
、
賃
金
引
上
げ
の
必

要
性
な
ど
を
踏
ま
え
る

と
一
定
の
高
成
長
を
維

持
す
る
こ
と
が
必
要
で

あ
り
、
両
者
の
バ
ラ
ン

ス
を
取
っ
た
数
字
と
言

え
る
だ
ろ
う
。

　
こ
の
数
字
に
つ
い
て
、
温
家
宝
総
理

は
一
四
日
の
記
者
会
見
に
お
い
て
右
記

の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。
イ
ン
フ
レ
抑

制
と
就
業
人
数
確
保
と
い
う
要
請
を
両

立
さ
せ
う
る
隘あ

い

路ろ

を
進
む
こ
と
の
難
し

さ
に
対
す
る
認
識
と
、
成
長
率
偏
重
に

向
か
い
が
ち
な
地
方
政
府
等
の
考
え
方

を
戒
め
る
意
図
が
込
め
ら
れ
た
発
言
で

あ
る
（
第
一
六
編
「
実
施
の
強
化
」
に

お
い
て
は
、「
総
合
評
価
考
課
」と
し
て
、

経
済
成
長
の
速
度
に
対
す
る
評
価
を
弱

め
、
構
造
高
度
化
や
民
生
改
善
、
資
源

節
約
、
環
境
保
護
、
基
本
公
共
サ
ー
ビ

ス
お
よ
び
社
会
管
理
等
の
任
務
達
成
状

況
に
重
点
を
置
い
た
考
課
制
度
を
制
定

し
、
結
果
を
指
導
者
の
配
置
や
幹
部
の

任
用
、
奨
励
や
懲
戒
の
重
要
な
よ
り
ど

こ
ろ
と
す
る
と
し
て
い
る
。
執
行
に
お

け
る
実
効
性
担
保
に
力
を
入
れ
る
必
要

性
に
迫
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
示
す
も
の

で
あ
る
。）。

②
経
済
構
造
転
換
・
高
度
化

　
サ
ー
ビ
ス
業
の
付
加
価
値
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ

　
経
済
発
展
の
速
度
、
就
業
お
よ
び
イ
ン
フ
レ
の
間
に
は
密
接
な

関
係
が
あ
る
。
経
済
発
展
速
度
が
速
け
れ
ば
就
業
人
数
は
多
く
な

る
が
、
イ
ン
フ
レ
圧
力
も
大
き
く
な
る
。
経
済
発
展
速
度
が
低
け

れ
ば
就
業
人
数
は
少
な
く
な
り
、
イ
ン
フ
レ
圧
力
も
相
対
的
に
小

さ
く
な
る
が
、
経
済
は
衰
退
に
向
か
い
や
す
く
な
る
。
我
々
は
、

こ
れ
ら
両
者
の
間
に
あ
る
一
本
の
明
る
い
道
へ
進
み
、
そ
れ
ら
を

有
機
的
に
結
び
付
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
我
々
は
こ
の
よ
う
な
チ
ャ
ン
ス
を
十
分
に
活
か
し
、
経
済
構
造

を
調
整
し
、
中
国
経
済
に
長
い
間
存
在
し
て
い
た
、
ア
ン
バ
ラ
ン

ス
で
調
和
が
と
れ
ず
、
継
続
性
が
保
て
な
い
と
い
う
問
題
を
解
決

し
、
経
済
発
展
と
人
口
、
環
境
資
源
と
を
相
互
に
適
応
さ
せ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
七
％
の
速
度
で
あ
っ
て
も
低
い
と
い
う
こ
と
は

な
い
。

（
三
月
一
四
日
　
温
家
宝
総
理
内
外
記
者
会
見
よ
り
）

表1　「十一五」計画の主要指標実現情況（日中経済協会訳）

指　　　標 2005年
計画目標 実　績

2010年 年率or累計 2010年 年率or累計

国内総生産額（兆元） 18.5 7.5％ 39.8 11.2％

一人当たりＧＤＰ額（元） 14,185 6.6％ 29,748 10.6％

サービス業のＧＤＰ比率 40.5％ ［3％］ 43.0％ ［2.5％］

サービス業就業者比率 31.3％ ［4％］ 34.8％ ［3.5％］

研究開発費のＧＤＰ比率 1.3％ 2.0％ ［0.7％］ 1.75％ ［0.45％］

都市化率 43％ 47％ ［4％］ 47.5％ ［4.5％］

全国総人口（万人） 130,756 136,000 ＜8‰ 134,100 5.1‰

GDP単位当たりエネルギー消費削減率 ［20％］前後 ［19.1％］

工業付加価値単位当たり水使用量削減率 ［30％］ ［36.7％］

農業灌漑用水有効利用係数 0.45 0.5 ［0.05％］ 0.5 ［0.05％］

工業固形廃棄物総合利用率 55.8 60 ［4.2％］ 69 ［13.2％］

耕地面積（億ヘクタール） 1.22 1.2 -0.3％ 1.212 -0.13％

主要汚染物質
排出削減率

SO2 ［10％］ ［14.29％］

COD ［10％］ ［12.45％］

森林被覆率 18.2 20 ［1.8％］ 20.36 ［2.16％］

国民の平均教育年数（年） 8.5 9 ［0.5％］ 9 ［0.5％］

都市部基本養老保険加入者数（億人） 1.74 2.23 5.1％ 2.57 8.1％

新型農村合作医療保険加入率 23.5 ＞80 ＞［56.5％］ 96.3 ［72.8％］

都市部新規増加就業者数（万人） ［4,500］ ［5,771］

農業労働力移転数（万人） ［4,500］ ［4,500］

都市部登録失業率 4.2 5 4.1
都市部一人当たり可処分所得（元） 10,493 5.0％ 19,109 9.7％
農村部一人当たり純収入（元） 3,255 5.0％ 5,919 8.9％

注：①　国内総生産額と都市部一人当たり可処分所得は実質ベース。
　　②　［　］内の数字は5年間の累計。
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比
を
四
ポ
イ
ン
ト
増
の
四
七
％
と
し
、

「
十
一
五
」
目
標
と
同
じ
上
昇
幅
を
掲

げ
た
。
ま
た
、
都
市
化
率
の
上
昇
幅
に

つ
い
て
も
四
ポ
イ
ン
ト
と
、「
十
一
五
」

目
標
と
同
率
に
設
定
し
た
。
一
方
で
、

研
究
開
発
費
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
は
二
・

二
％
と
、
引
き
上
げ
幅
を
「
十
一
五
」

期
間
実
績
値
と
同
じ
〇
・
四
五
ポ
イ
ン

ト
に
と
ど
め
て
い
る
。

③
資
源
・
環
境

　
単
位
Ｇ
Ｄ
Ｐ
当
た
り
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
削
減
幅
は
一
六
％
と
、「
十
一
五
」

期
間
の
目
標
や
実
績
よ
り
も
低
め
な
が

ら
、
引
き
続
き
「
拘
束
性
指
標
」
と
し

て
重
視
す
る
姿
勢
を
示
し
て
い
る
。「
十

一
五
」
と
比
べ
て
起
点
が
高
い
こ
と
や

産
業
競
争
力
へ
の
影
響
な
ど
を
考
慮
し

た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
が
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
効
率
が
我
が
国
と
比
べ
て
極
め
て

低
い
こ
と
や
、
サ
ー
ビ
ス
業
比
率
の
向

上
や
産
業
の
高
付
加
価
値
化
を
進
め
る

と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
改
善
の
余
地

は
大
き
い
と
言
え
る
。

⑵
民
生
の
改
善
と
社
会
管
理

　「
十
一
五
」
で
も
、
第
一
〇
編
「
社

会
主
義
和
諧
社
会
建
設
」
に
お
い
て
、

「
人
口
対
策
の
全
面
的
実
施
」、「
人
民

生
活
レ
ベ
ル
の
向
上
」、「
人
民
健
康
レ

ベ
ル
の
向
上
」、「
公
共
安
全
建
設
の
強

化
」、「
社
会
管
理
体
制
の
改
善
」
の
各

章
が
設
け
ら
れ
て
い
た
が
、「
十
二
五
」

で
は
前
三
者
を
第
八
編
「
民
生
の
改
善
　

健
全
な
基
本
公
共
サ
ー
ビ
ス
シ
ス
テ
ム

の
確
立
」
と
し
て
七
章
立
て
（
計
画
全

体
を
通
し
て
最
も
多
い
章
立
て
）
に
拡

大
し
て
独
立
さ
せ
、
後
二
者
に
対
応
す

る
第
九
編
「
表
面
的
・
根
本
的
問
題
の

解
決
　
社
会
管
理
の
強
化
・
創
造
」
と

併
せ
て
、
社
会
の
安
定
を
図
る
た
め
、

硬
軟
両
様
で
取
り
組
む
姿
勢
を
明
ら
か

に
し
て
い
る
。

　「
十
一
五
」
期
間
に
お
い
て
、
教
育
、

社
会
保
障
、
就
業
な
ど
民
生
に
関
わ
る

目
標
は
い
ず
れ
も
達
成
し
て
い
る
（
表

1
参
照
）
が
、
政
府
活
動
報
告
に
も
あ

る
よ
う
に
、
是
正
さ
れ
な
い
地
域
間
・

地
域
内
格
差
に
加
え
、
最
近
特
に
深
刻

に
な
っ
て
い
る
物
価
上
昇
、
住
居
費
用

の
高
騰
な
ど
を
背
景
に
社
会
に
不
満
が

高
ま
っ
て
い
る
こ
と
を
重
視
し
た
も
の

で
あ
る
。
ま
た
、
中
東
を
は
じ
め
と
す

る
昨
今
の
世
界
情
勢
も
念
頭
に
置
い
て

い
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

①
民
生
改
善

　
公
共
教
育
（
義
務
教
育
無
料
、
経
済

困
難
家
庭
児
童
へ
の
補
助
等
）、
就
業

サ
ー
ビ
ス（
情
報
提
供
、就
業
補
助
等
）、

社
会
保
障（
養
老
保
険
、医
療
保
険
等
）、

医
療
衛
生
（
予
防
接
種
、
慢
性
病
管
理

な
ど
の
無
料
提
供
、
病
院
の
サ
ー
ビ
ス

向
上
等
）、
住
宅
保
障
（
保
障
性
住
宅
、

不
動
産
市
場
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
等
）
を
掲

げ
、
こ
れ
ら
の
項
目
に
つ
い
て
の
具
体

的
数
値
目
標
や
貧
困
人
口
の
減
少
、
税

収
負
担
軽
減
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
「
民

生
改
善
行
動
計
画
」を
提
示
し
て
い
る
。

　
ま
た
、
表
2
の
主
要
指
標
に
お
い
て

も
、
新
た
に
「
人
民
生
活
」
の
分
類
を

設
け
た
う
え
で
、
掲
載
項
目
数
を
増
や

し
て
い
る
。
都
市
住
民
一
人
当
た
り
可

処
分
所
得
と
農
村
住
民
一
人
当
た
り
純

収
入
は「
十
一
五
」よ
り
高
い
年
率
七
％

以
上
の
伸
び
を
目
指
し
、
都
市
基
本
養

老
保
険
加
入
数
は
累
計
一
億
人
と
大
幅

な
増
加
を
、
都
市
保
障
性
住
居
工
事
建

設
は
三
六
〇
〇
万
戸
を
、
い
ず
れ
も
拘

束
性
指
標
と
し
て
掲
げ
て
い
る
。

②
社
会
管
理

　
国
家
の
突
発
事
件
へ
の
対
応
シ
ス
テ

ム
、
危
機
管
理
能
力
の
向
上
、
刑
罰
執

行
と
教
育
矯
正
、
刑
事
犯
罪
警
戒
、
各

種
違
法
犯
罪
活
動
の
取
り
締
ま
り
と

い
っ
た
治
安
へ
の
取
り
組
み
強
化
を
求

め
る
一
方
で
、
直
接
的
な
取
り
締
ま
り

や
処
罰
の
強
化
に
と
ど
ま
ら
ず
、
サ
ー

ビ
ス
の
改
善
や
民
意
の
吸
い
上
げ
、
安

全
の
確
保
と
い
っ
た
、「
ソ
フ
ト
な
」

手
法
を
前
面
に
押
し
出
し
て
い
る
こ
と

が
注
目
さ
れ
る
。

　
す
な
わ
ち
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
自
治

制
度
を
健
全
化
し
、
サ
ー
ビ
ス
能
力
を

向
上
さ
せ
る
こ
と
、
社
会
組
織
に
対
す

る
監
督
管
理
の
強
化
を
図
る
と
と
も

に
、
公
聴
会
な
ど
の
民
意
収
集
ル
ー
ト

の
拡
大
、
調
停
の
強
化
等
に
よ
り
、
労

働
争
議
や
立
退
き
、
環
境
汚
染
な
ど
に

よ
っ
て
引
き
起
こ
さ
れ
る
社
会
矛
盾
を

解
決
す
る
こ
と
な
ど
、
社
会
サ
ー
ビ
ス

を
強
化
す
る
。
更
に
、
食
品
や
薬
品
の

　
例
え
ば
、
消
費
者
物
価
は
二
〇
一

〇
年
一
〇
月
、
一
一
月
、
一
二
月
と
、

そ
れ
ぞ
れ
前
年
同
月
比
で
四
・
四
％
、

五
・
一
％
、
四
・
六
％
上
昇
し
た
（
実

際
の
生
活
実
感
と
し
て
は
更
に
上
昇

幅
が
大
き
い
と
話
す
人
が
多
い
。）。

と
り
わ
け
食
料
品
、
な
か
で
も
野
菜

や
果
物
の
上
昇
率
が
高
か
っ
た
こ
と

か
ら
、
市
民
生
活
に
少
な
か
ら
ぬ
影

響
が
出
て
い
る
。

　
中
国
人
民
銀
行
の
調
査
に
よ
る

と
、
二
〇
一
一
年
第
1
四
半
期
の
物

価
満
足
度
指
数
は
一
七
・
三
％
と
、

最
低
だ
っ
た
前
期
よ
り
は
改
善
し
て

い
る
も
の
の
、
な
お
六
六
・
九
％
の

住
民
は「
高
く
て
受
け
入
れ
が
た
い
」

と
し
て
お
り
、
不
動
産
価
格
に
つ
い

て
も
七
四
・
四
％
が
「
高
す
ぎ
て
受

け
入
れ
が
た
い
」
と
答
え
て
い
る
。

20
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各年の消費者物価変動率
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安
全
の
た
め
の
責
任
追
及
制
度
、
迅
速

な
通
報
制
度
、
検
査
強
化
を
求
め
、
安

全
生
産
管
理
の
厳
格
化
に
関
し
て
は
、

生
産
安
全
事
故
に
よ
る
死
亡
率
の
削
減

に
具
体
的
な
数
値
目
標
を
課
し
て
い
る

（
単
位
Ｇ
Ｄ
Ｐ
当
た
り
死
亡
率
を
三

六
％
、
鉱
工
業
・
商
業
・
貿
易
就
業
者

の
生
産
安
全
事
故
死
亡
率
を
二
六
％
低

減
）。

　
資
源
価
格
の
上
昇
、
排
出
抑
制
、
人

民
元
切
り
上
げ
圧
力
、
沿
岸
部
に
お
け

る
労
働
力
不
足
と
大
学
生
の
就
職
難
、

賃
金
上
昇
、
不
動
産
価
格
高
騰
な
ど
、

一
見
好
調
に
見
え
る
中
国
経
済
も
多
く

の
制
約
要
因
を
抱
え
て
い
る
。「
十
二

五
」
は
、
こ
う
し
た
な
か
で
一
層
多
様

化
し
、
複
雑
化
す
る
問
題
に
全
面
的
か

つ
強
力
に
取
り
組
む
決
意
を
示
し
た
も

の
で
あ
る
。
安
定
し
た
成
長
を
維
持
し

つ
つ
物
価
抑
制
、
雇
用
確
保
、
収
入
増

加
、
競
争
力
強
化
を
同
時
達
成
し
、
併

せ
て
格
差
是
正
、
環
境
保
護
、
省
エ
ネ

ル
ギ
ー
を
実
現
す
る
こ
と
は
大
き
な
困

難
を
伴
う
任
務
で
あ
る
。
高
成
長
の
陰

で
不
満
の
多
様
化
や
高
ま
り
が
見
ら
れ

る
な
か
、
社
会
の
安
定
と
い
う
最
も
重

要
な
要
請
を
如
何
に
実
現
し
て
い
く
か

が
注
目
さ
れ
る
。

（
ど
う
の
う
え
　
た
け
お
／
ア
ジ
ア
経
済

研
究
所
　
北
京
海
外
調
査
員
）

《
参
考
文
献
》

● 

山
本
祐
子
﹇
二
〇
〇
六
﹈「
一
〇
分

で
読
む
新
五
カ
年
計
画
」
日
中
経
協

ジ
ャ
ー
ナ
ル
　
四
〜
六
月
号
。

表2　「十二五」計画期の経済社会発展主要指標（日中経済協会訳）

指　　　標 2010年 2015年 年率or累計 属　性

経済発展

国内総生産額（兆元） 39.8 55.8 7％ 予測性

サービス業のGDP比率 43％ 47％ ［4％］ 予測性

都市化率 47.5％ 51.5％ ［4％］ 予測性

科学技術教育

9年義務教育固定率 89.7％ 93％ ［3.3％］ 拘束性

高等中学段階入学率 82.5％ 87％ ［4.5％］ 予測性

研究開発費のGDP比率 1.75％ 2.2％ ［0.45％］ 予測性

1万人当たりの発明特許件数（件） 1.7 3.3 ［1.6］ 予測性

資源環境

耕地面積（億ムー） 18.18 18.18 ［0］ 拘束性

工業付加価値単位当たり水使用量削減率 ［30％］ 拘束性

農業灌漑用水有効利用係数 0.50 0.53 ［0.03］ 予測性

非化石燃料消費の一次エネルギー比 8.3％ 11.4％ ［3.1％］ 拘束性

GDP単位当たりエネルギー消費削減率 ［16％］ 拘束性

GDP単位当たりCO2排出削減率 ［17％］ 拘束性

主要汚染物
排出総量削減率

COD ［8％］

拘束性
SO2 ［8％］

アンモニア窒素 ［10％］

NOX ［10％］

森林成長
森林被覆率 20.36％ 21.66％ ［1.3％］

拘束性
森林蓄積量（億m3） 137 143 ［6］

人民生活

都市住民一人当たり可処分所得（元） 19,109 ＞26,810 ＞7％ 予測性

農村住民一人当たり純収入（元） 5,919 ＞8,310 ＞7％ 予測性

都市部登録失業率 4.1％ ＜5％ 予測性

都市部新規増加就業者数（万人） ［4,500］ 予測性

都市基本養老保険加入数（億人） 2.57 3.57 ［1］ 拘束性

都市3項基本医療保険付保率 ［3］ 拘束性

都市保障性住居工事建設（万戸） ［3,600］ 拘束性

全国総人口（万人） 134,100 ＜139,000 ＜7.2％ 拘束性

一人当たり予測寿命（歳） 73.5 74.5 ［1］ 予測性




